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研究成果の概要：子育て終了後の排出期（55 歳から 64 歳まで・中年後期）における「夫婦関

係とパーソナル・ネットワーク」を未婚成人子の親子関係や親の介護問題と関わらせながら把

握した。計量調査から、子どもの結婚は夫および妻の、親の介護経験は妻の夫婦における情緒

的統合度を高めること、介護におけるきょうだいの援助は妻の情緒的統合度を低めることが明

らかになった。質的調査からは、エンプティ・ネストの対象者は、積極的なネットワークを形

成していることなどが判明した。 

交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００６年度 1,700,000 0 1,700,000 

２００７年度 900,000 270,000 1,170,000 

２００８年度 600,000 180,000 780,000 

年度  

  年度  

総 計 3,200,000 450,000 3,650,000 

 

 

研究分野：総合領域 

科研費の分科・細目：生活科学・生活科学一般 

キーワード：中年期、夫婦関係、パーソナル・ネットワーク、エンプティ・ネスト、親の介護、

成人未婚子、子どもの結婚、夫婦間介護 

 

１．研究開始当初の背景 

中年後期には、子どもが結婚・離家し、エ

ンプティ・ネスト（空の巣）になることから、

親役割喪失後の夫婦関係や親子関係の再構

築が重要な課題とされた。しかし、現在は、

晩婚化の進行により夫婦になかなかエンプ

ティ・ネストが訪れない場合が多くなってい

る。2005 年の国勢調査によると、男性の未婚

率は 25～29 歳 71.4％、30～34 歳 47.1％、女

性ではそれぞれ 59.0％と 32.0％になってお

り、年々上昇している（平成 17年 国勢調査）。

未婚の若者のうち親と同居している割合は

25～29 歳の男性では 69.0％、30～34 歳

69.9％、女性ではそれぞれ 81.8％と 79.3％

で、この割合も上昇している。（平成 17年出

生動向基本調査）。これは、未婚の若者たち

が成人しても家を離れることを強制されな

いため親元に残る生活を送る道を選ぶよう

になってきたこと、親たちもそのような若者



たちの選択を受け入れるようになってきた

ことが影響している。また、昨今の経済状況

の悪化により、若者の正規雇用としての就業

が難しくなり、経済的自立が困難になってい

ることも、中年期の親たちのエンプティ・ネ

ストへの移行を難しくしている。親たちが成

人した未婚子と同居を続けることは、「子ど

ものために」イデオロギーを子どもが成人し

たあとも続けることにつながっていく〔宮本

ほか 1999〕。また、子育てを終了した中年期

夫婦は、「夫婦たること」の意味を見つめな

おす時期にさしかかり、それに加え、次のラ

イフステージの生きがいとなるものを求め

る「自分探し」を始めるようになる〔石川ほ

か 1993〕。未婚子同居を続けていくことは、

子ども依存の生活から脱却できず、高齢期に

向けて、配偶者や友人との新たな関係性構築

のチャンスを奪うことにもなりかねない。 

親と同居する成人未婚子については研究

されるようになったが、成人した親依存の生

活が、中年期の夫婦関係やパーソナル・ネッ

トワークの形成にどのような影響を与えて

いるのかという視点からの研究はない。 

また、中年期は、親世代の介護に直面する

時期でもある。介護を要する者の同居の主な

介護者が子ども（娘や息子）である場合の年

齢をみると、50-59 歳が最も多く 42.3％、

40-49 歳は 18.1％で、この 2 つの年代で

60.4％を占めている。同居の主な介護者が子

どもの配偶者（嫁や婿）である場合も 50-59

歳が46.0％で最も多く、40-49歳は21.7％で、

この両年代で 67.7％を占めている〔厚生労働

省 2003〕。中年世代は介護世代とも言える。

自分や配偶者の親を介護しなければならな

い事態に直面したとき、配偶者がとった態度

や行動、介護態勢のあり方、親族のかかわり

方などはその後の夫婦関係やパーソナル・ネ

ットワークの形成に大きな影響を与えると

考えられるが、この部分についての研究も非

常に少ない。 

 

 

２．研究の目的 

以上の研究の現状を踏まえ、本研究では、

中年後期の夫婦関係とパーソナル・ネットワ

ークが、子どもの現状や子どもとのかかわり

によってどのように異なるのか、また親の介

護とのかかわりによってどのように異なる

のかを明らかにする。また、生活における重

視領域、配偶者が育児にどれだけ関わったか、

配偶者や親との関係経歴なども夫婦関係や

パーソナル・ネットワークに関わっていると

考えられることから、そうした変数も取り込

みながら、中年後期の夫婦関係とパーソナ

ル・ネットワークをとらえる。 

 

 

３．研究の方法 

研究目的を明らかにするために計量調査

(2006)、質的調査(2007)、自由記述の質問紙

による追加調査(2008)を実施した。実施時期

及び調査対象者の概要は以下の通りである。 

 

(1)計量調査 

調査は、妻が 55-64 歳までの夫婦を前橋市

および高崎市の選挙人名簿よりそれぞれ 750

組ずつ、合計 1500 組（3000 名）を無作為に

抽出し、実施した。調査方法は郵送法。調査

時期は 2006 年 11 月中旬から 12 月にかけて

である。住所表示が不十分として 34 通が返

却されてきた。回収数は 805 票（回収率 

27.1％）であったが、白票による拒否や回答

不十分の無効票 8通を除く 797 票（有効回収

率 26.9％）が有効であった。そのうち夫婦

セットは 322 票、妻のみは 85 票、夫のみは

68 票であった。本報告では、有効票 797 票の

うち、子どもありの妻 394 票および子どもあ

りの夫 374 票、計 768 票を分析対象とした結

果について述べる。 

 妻の平均年齢は 59.2 歳、夫は 62.2 歳。妻

の 52.8％、夫の 75.7％は有職である。平均

の結婚期間は 34 年。家族構成は夫婦のみ

41.9％、夫婦と子ども 33.8％、夫婦と親 7.4％、

夫婦と親と子ども 7.6％、夫婦と子ども（夫

婦）と孫 5.3％などであった。第 1 子が男性

の場合の既婚率は 50.8％、同居率は 27.2％

であった。女性の場合の既婚率は 64.3％、同

居率は 28.1％であった。末子が男性の場合の

既婚率は 39.9％、同居率は 32.6％、女性の

場合の既婚率は 47.7％、同居率は 36.0％で

あった。 

 

(2)質的調査 

 2 種類の質的調査を実施した。 

①エンプティ・ネスト夫婦は情緒的統合得

点が高いことから、エンプティ・ネストへの

移行過程を探るための質的調査を実施した。

2006 年の計量調査で質的調査に応じると回

答してくれた者のうち、夫婦の情緒的統合得

点の高いものと高くないもの、エンプティ・

ネスト（夫婦だけでくらしている人）と非エ

ンプティ・ネスト（夫婦と未婚子が同居して

いる人）がそれぞれ混在するように配慮し、

59 名に聞き取り調査の依頼書を郵送した。調

査可の回答があった 20 名に対して聞き取り

調査を行った。調査時期は 2007 年 11 月～



2008 年 1 月。調査時間は 1時間半程度。 

②親の介護のあり方（介護の意味づけ、困

難性、援助態勢など）と夫婦関係やパーソナ

ル・ネットワークとの関連を探るために、

2006 年の計量調査の対象者の中で、主な介護

者としての経験があり、聞き取り調査可と答

えてくれた者のうち、夫婦の情緒的統合得点

が高い者とそれほど高くない者が混在する

ように配慮して、38 名に聞き取り調査の依頼

をした。快諾してくれた 11 名に対して調査

を実施したが、十分な情報が得られなかった

１名を除き 10 名を有効とした。調査時期は

2007 年 11 月。調査時間は 1 時間半から 2 時

間。 

①②ともに対象者の許可を得て IC レコー

ダーに取り、後日テープ起こしを行い、ケー

スレポートを作成した。 

 

(3)追加調査 

親の介護によって夫婦関係がどのように

変化したのかについての自由記述の追加調

査を実施した。対象者は、質的調査②の 10

名である。 

 

 

４．研究成果 

(1)計量調査から以下の点が明らかになった。 

①調査対象者の中年後期世代を子どもの

状況からみると、既婚子のみが 32.0％、別居

子のみが 49.2％で、結婚・離家の途中段階に

ある。 

②子どもの結婚が夫婦関係を再認識させ

夫婦の情緒的統合を高める契機になってい

る（妻と夫）。 

③同居子の身の回りの家事は親依存の傾

向が強く、特に息子にその傾向が強い。 

④子どもの気持ちや考え方理解、生き方尊

重についての評価は、同居子より別居子に対

して高い。 

⑤同居子との関係評価が高い夫は、夫婦の

情緒的統合得点も高い。 

⑥介護経験のある妻は 59％、夫は 37％、

うち主たる介護経験者は妻 142 名（36％）、

夫は 31 名（8％）であった。 

⑦85％には介護援助者がいる。援助者とし

て、配偶者ときょうだいが多くあげられてい

る。 

⑧妻の場合、親の介護経験は夫婦の情緒的

統合得点を高めている。 

⑨妻の場合、配偶者の介護援助やデイサー

ビスの活用は夫婦の情緒的統合得点を高め

ているが、きょうだいの援助は夫婦の情緒的

統合得点を低めている。きょうだいが介護援

助にどのように関っているか、夫がそれに対

してどのような態度を取っているかが問わ

る。   

⑩夫の場合、親の介護経験者が少ないため

に、親の介護と夫婦の情緒的統合についての

有効な関連分析が出来なかった。 

⑪親族ネットワーク数は、妻の場合、60-64 

歳よりも 59 歳以下のほうが、同居の息子の 

食事作りを妻がすべてしないほうが、別居子 

と合う頻度の多いほうが、介護負担を感じな 

かったほうが有意に多くなっている。夫の場 

合、夫婦のみの家族形態のほうが、子どもと 

は全員別居のほうが、子どもは全員既婚のほ 

うが、子どもは経済的に自立しているほうが、 

親族ネットワーク数が有意に多い。夫の親族 

ネットワーク数は、子どもの結婚・離家と不 

可分の関係にあるが、妻の場合はそうとはい 

えないことが明らかになった。 

⑫友人ネットワーク数は、妻の場合、就業

形態（常勤＞自営等・パート＞無職）、別居

子に会う頻度（ほとんど毎日＞その他の頻

度）、介護におけるきょうだいの援助（なし

＞あり)と有意な関連があった。夫の場合は、

中心となって介護をしてもらいたい人と有

意な関連があり、介護をしてもらいたい人と

して娘を挙げた者の友人ネットワーク数が

かなり多くなっている。  

 

（2）質的調査および自由記述の追加調査か

ら以下のことが明らかになった。 

①エンプティ・ネストの対象者は、親役割

は「結婚」「就職」をもって終了するという

意識が強い。また、子どもの自立を促すため

に意識的に働きかける様子が多く見られる。

その教育の内容は精神的な成長や自立する

ことを促すもの、職業への関心の喚起や選択

へのアドバイスなどであった。子どもが離家

するための教育として、精神的成長を促した

り、職業を考える機会を与えたりすることは

重要であることがわかる。さらに、親自身の

人間関係（ネットワーク）や人生観において

は、自分から働きかけて関係性を創造してい

くネットワーク（近隣関係や趣味の仲間）が

多く、また、一人ひとりが多種のネットワー

クを作っている。積極的な行動や関係性作り

への意欲の高さが見られる。そして、自分の

次のライフステージをどのように生きるか

という問題についても意識的に考え、組み立

てようとする姿勢がある。また、子どもの暮

らしを自分のそれと切り離し別のものとし

てみる、あるいは子どもの家庭を別の家庭と

してみる傾向が強い。 

 一方、非エンプティ・ネストの対象者は、



親役割については終了するものととらえて

いない傾向があった。子どもの自立教育を意

識的に行っておらず、特に職業への関心を喚

起する働きかけは見られなかった。親自身の

ネットワークについては自ら作り広げてい

くというよりも、これまでに築いてきた「仕

事仲間」や「親族関係」の付き合いを継続し

ている場合が多い。複数のネットワークを持

つ者は多くはない。ここから親自身も人との

つながりを創造することがそれほど得意で

ないことが考えられる。しかし、次のライフ

ステージをどのようなものにしようかとい

うことは、比較的多くの対象者が考えていた。

考えてはいるが、子どもの暮らしのあり方は、

必ずしも親と別のものとしてとらえること

はなく、現在の家事サービスの提供の継続や

親密関係の継続を望み、次のライフステージ

に子どもの存在が組み込まれていることが

多い。 

②介護経験後の夫婦関係については、1 ケ

ースを除く 9ケースがプラスの評価をしてい

る。介護に伴うきょうだいをめぐる葛藤や介

護の大変さについて、妻の愚痴を聞いてくれ

たということが、どちらの親を介護している

かにかかわらず、夫婦関係評価に影響してい

る。介護動機、介護の困難性、介護ネットワ

ークの形成、介護への価値付与、介護評価と

いう一連の介護過程に夫婦関係はどのよう

に絡んでいるのか。これについては次のよう

に考察できる。まず、親の介護をしなければ

ならない状況が生まれ、妻あるいは夫がさま

ざまな動機によって介護を引き受ける。そこ

には夫婦関係の良し悪しよりも、親の介護を

何とかしなければならないというせっぱつ

まった状況があり、夫婦間における充分な交

渉の結果、介護が選択されたわけではないこ

とが語りから伝わってくる。そして、介護が

開始されると。思わぬ困難に直面する。収入

獲得役割が男性中心になっている現状の中

では、多くの場合、妻が主にその困難を引き

受けることになる。夫が直接介護にかかわれ

なくても、妻の愚痴を聞いたり休ませたり外

に連れ出したりして、妻の気持ちを軽くする

ことが、心理的な介護負担の軽減に貢献する

ことにつながっている。しかし、夫のそうし

た側面援助があったとしても、介護は大変な

仕事である。いつ終わるともしれない介護に

日々取り組む中で、介護担当者は、介護に対

して価値付与を行い、看とりを肯定的に評価

するようになる。 

 計量調査の分析から得られた 3 つの知見

（「1.介護経験のある者の方が介護経験のな

い者よりも夫婦の統合得点が高い。」「2.主介

護者の援助者として、配偶者があげられてい

る場合の方がそうでない場合より夫婦の情

緒的統合得点が高い。」「3.主たる介護者の援

助者として、きょうだいがあげられている場

合の方がそうでない場合より夫婦の統合得

点が低い。」）については、次のような説明が

可能であろう。まず、2 についてであるが、

配偶者が介護援助者として挙げられている

場合には、介護を実際に担当しなくても、介

護の愚痴や悩みを聞いてもらうことによっ

て会話が生まれ、配偶者に対する共感的態度

が育まれる。そのことが夫婦の統合得点を高

めていると考えられる。１の介護経験のある

者の方が夫婦の統合得点が高いということ

については、介護経験のある方が、介護を通

して自分たちの老後をより具体的に予測す

ることが可能になる。親の要介護状態はいず

れ自分たちが迎える老いの姿なのである。だ

から、今を仲良く生きようと思うようになる。

そのような思いが高い統合得点になって現

れているのであろう。3 の主介護者の援助者

としてきょうだいがあげられている方が夫

婦の統合得点が低いのは、今なお、夫の親の

介護を妻が担当しているというパターンが

多く、夫のきょうだい（妻にとっては義理姉

たち）からの干渉に夫がうまく対応できてい

ないことが多いのではないかということが

指摘できよう。「妻に任せたから、妻を信じ

る」という態度が取れず、妻がきょうだいと

の介護をめぐる葛藤を抱え込み、夫婦関係が

悪化しているケースが多いのではないかと

推測される。 

 

 

５．主な発表論文等 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に

は下線） 

 

〔雑誌論文〕（計 1 件） 

①長津美代子、「親の介護は夫婦関係にどの

ように影響しているか：介護の困難性、介護

サポートネットワーク、介護への価値付与と

の関連から」群馬大学教育学部紀要 （芸

術・技術・体育・生活科学編）、44、153-162、

2009、査読無 

 

〔学会発表〕（計 1 件） 

①長津美代子、鈴木有紀恵、前田由美子「中

年後期における子どもおよび介護の状況と

パートナーシップ」、第 27回日本家政学会家

族 関 係 学 部 会 家 族 関 係 学 セ ミ ナ ー 、

2007.10.13、福岡 

 



〔図書〕（計 1 件） 

①長津美代子「中年後期における夫婦関係と

パーソナル・ネットワークに関する研究：基

盤研究C 研究成果報告書」群馬大学教育学部

家政教育講座、2009.3.31、全 162 頁 

 

 

６．研究組織 

(1)研究代表者 

 長津 美代子（NAGATSU MIYOKO） 

群馬大学・教育学部・教授 

 研究者番号：20192239 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


